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未来を拓くコーポレート 
コミュニケーション
第 21回「統合報告の展開のために ー  
知的資産経営からの示唆」　鼎談
　　　　 　

経済産業省

商務流通保安審議官  住田　孝之　氏　
経済産業政策局　知的財産政策室長 諸永　裕一　氏

KPMG ジャパン 

統合報告アドバイザリーグループ
パートナー　芝坂　佳子

2016年、日本における統合報告書作成企業は300社を伺う勢いとなる一方で、内容
とその取組みの成果については、発行体ごとに大きく異なる様相にあります。今後、
統合報告の取組みを有意なものとするためには、報告書の作成を目的とするのでは
なく、この取組みを手段として、いかに、経営に活かすか、という姿勢が浸透してい
かなければならないでしょう。
幸い、日本では、国際統合報告評議会（International Integrated Reporting Council, 
以下「IIRC」という）のフレームワークの議論形成に大きく貢献した2005年リリース
の「知的資産報告書ガイドライン 」、また、それ以降の多くの知見の積み重ねがあり
ます。
統合報告書における知的資本、人的資本に関する開示の充実の必要性が指摘される
なか、WICI1が、Intangible Reporting Framework2をリリースするなど、「残された課
題」への検討が本格化しつつあります。そこで、今、ひとたび知的資産経営3の考え方
と実践のふりかえりを通じて、統合報告への取組を経営に活かし、企業価値向上に
結び付けるためのヒントを考えてみたいと思います。

 

1	 	WICIについては、HPを参照　http://www.wici-global.com/index_ja
2	 	http://www.wici-global.com/index_ja	から入手可
3	 	知的資産経営については、関係資料を集めた「知的資産経営ポータル」を参照されたい。http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/

http://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/
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【ポイント】

−  日本が 2 0 0 4 年から取り組んでいる知的資産経営の考え方は、IIRCのフ
レームワークの形成に大きく貢献し、考え方の多くは共通している。そ
の経験から学べるものは多い。

−  知的資本や人的資本を包括したIntangibles（無形資産）を、企業の強みを
認識したうえで、ストーリーとして、ターゲットとする読み手にむけて語
ろうとする検討とその明確化が、よりよいレポートの根底となる。WICI
が公表したIntangible Reporting Frameworkは、統合報告の取組みを深化
させるための試みである。

−  コーポレートガバナンスなど、様々な日本企業の価値向上のための取組
みの根底は同じ問題意識である。実践のなかで、企業自らが考え、客観的
な視点から「強み」を伝えていく努力が、対外的な評価とよりよい組織形
成へと繋がっていくと期待される。

左		：		住田　孝之　氏	
経済産業省　商務流通保安審議官

右		：		諸永　裕一　氏	
経済産業省　経済産業政策局　知的財産政策室長　

中央	：		芝坂　佳子　	
KPMGジャパン	統合報告アドバイザリーグループ　パートナー
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Ⅰ.	はじめに

芝坂（KPMG）：本日はお忙しいところお時間頂きましてありがと
うございます。
KPMGは2ヵ月に1度発行している機関紙「KPMG	Insight」
に、「未来を拓くコーポレートコミュニケーション」と題した連載
を行っており、今回で21回目となります。
統合報告の普及に尽力しているIIRCのCEOがポール・ドラッ
クマンからリチャード・ハウェットに代わり、また、日本でのプ
ラクティスも進むなかで「知的資本」、あるいは「人的資本」へ
のフォーカスの重要性が指摘されており、2004年から続く「知
的資産経営」をそのベースとして見直すことで、日本企業のア
ドバンテージが発揮できるようなレポートの作成に活かせると
良いのではないか、という問題意識を持っています。そこで、知
的資産経営の産みの親である住田様と、現在、その動きを推進
していらっしゃる諸永様にお話を伺い、意味のある開示の在り
方を検討している日本企業の方々に、これまで10年以上にわた
る経験を活用のためのヒントとして発信できれば、という趣旨
で今回お話をお願いいたしました。

Ⅱ.		知的資産経営が提起された 
背景の振り返り

芝坂（KPMG）：「知的資産経営」も振り返ると、提唱されてから	
早10年以上経っています。私自身も、当初よりかかわりを持たせ
ていただいています。開示をめぐる動きは、その間もいろいろと
あったのですが、知的資産経営についてご存じない方も多いと
思われます。そこで、住田様にまず振り返りを頂き、そもそもどの
ような問題意識で提唱が行われたかという点を中心にお話頂け
ますでしょうか。
住田審議官：「日本的経営」と言われるものが一時もてはやさ	
れた時代がありましたが、バブル崩壊以降、急激にその「日本的
経営」が悪いものであるかのようにいわれるようになりました。
「日本的経営」を離れ、欧米流の会計基準中心で物事を計り、そ
の物差しですべて良し悪しを判断するような風潮が広がりまし
た。しかし、それはかなり極端な話で、むしろ日本の伝統的な
企業には良い部分がたくさんあると、私は考えていました。
たとえば、日本の企業は社訓やCorporate	Philosophyのよう
なものが物凄くしっかりしており長い期間続いていることや、
とにかく自分が短期的に儲かればいいという考え方ではなく、
ある種の「拝金主義」ではなく、みなが良くなる状況を作り出
し、それを持続していけるのが日本企業のよいところだと考え
ていたのです。
そしてなぜそれが日本の企業で可能だったかと考えると、財

務面だけに焦点をあてるのではなく、独自にそれぞれが様々
な「強み」を持ち、かつ中長期的な持続可能性というものを見
据えた活動を一生懸命に経営者が行ってきたこと、また、長い
目で見ることができるある種「大局観のある」経営者が自分自
身の経営についてDiscipline（規律）をもって経営してきたとい
うことであり、そういう活動を評価するような金融機関、地域、
人々、社会が存在していたことが挙げられます。
そうであるにもかかわらず、（日本企業が）負け始めた理由と
して、結局自分の本来的な「強み」がIntangible（無形資産）であ
り、目に見えないものであった為に、何が自身の「強み」なのか、
なんとなくはわかってはいたが、はっきり認識できていなかっ
たという点があります。企業自体も明確に自身の「強み」を認識
できてないケースもあり、ましてや世の中には財務諸表をベー
スとしたような情報しかない為、上手く発信できていませんで
した。また、それを受け取る側も財務情報を機械的に操作する
ような欧米流の投資家のやり方にすごく偏ってしまっていまし
た。
そこで会社はそれなりの「強み」とは何かを考え直し、「自分
の会社とは何か」を問い直し、「何を目標とするのか」を再認識
し、その為に「どのような作戦をとるべきか」の三段階で経営を
組み立て直し、それをある種のストーリー化し、自分の個性と
して発信していけば、それに共感してくれる方は恐らくたくさ
んいるはずだという思いがありました。ところがそれをできる
仕掛けが当時まだなかったわけです。そこでまず、蓄積してき
た様々な「強み」を活かした経営のやり方を「知的資産経営」と
呼ぶことにしました。
「知的資産経営」の主旨は財務資産だけではなく、知的な資
本や資産を活かす経営であり、「知的資産経営」の中味をストー
リー化して「報告」という形で伝えていくやり方を示したのが
知的資産報告のガイドラインです。伝えていけば必ずキャッチ
ボールが起き、ステークホルダーとコミュニケーションを取るこ
とができるということを狙っていました。
コミュニケーションによって本来的な自分の「強み」を、会社
はより活かすことがしやすくなります。会社が自分の「強み」を
活かすことが、結果としてどのように社会に貢献できるかとい
うことがCSRの本来的な意味です。CSRとして決められた項目
をやればいいということではなく、会社が自分の強みをどんど
ん磨いていくことで価値を生み、それが社会の為になるという
世の中を創りたいと考えました。
さらにいえば、ある種の拝金主義的な資本主義へのアンチ
テーゼとして、人間の知的活動の成果である知的資産を重視
するある意味人間を重視した資本主義を示したかった。そして
また、誰か一人だけが勝って全部持っていってしまう「Winner-
takes-all」ではなく、多くの人が自分の独自の「強み」で成功モデ
ルを作れる、勝者が多い世の中を創りたいということが「知的
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資産経営」を推し進め始めた発端です。

Ⅲ.		知的資産経営報告書の 
現在の取組状況と成果

芝坂（KPMG）：現在でも当時の考え方はずっと繋がっているよ	
うに思いますし、逆に言えば今、アベノミクス等で言われている
ことが、「10年前からその考えはずっとここにあったぞ」という
感想を持っています。加えて、「知的資産経営」が経済産業省の
なかでずっと継続的に推進されてきたことはある意味すごいこ
とだと思います。私も、当時からかかわりを持っていたものとし
て、もっとこの取組みが広く世の中に拡がればよいと常々感じて
います。知的資産経営の展開では、まず、中小企業の方へ最初
に広がっていったという事実があります。是非、そのあたりを現
状と、どういう成果があり、それに対しどのような評価が外部か
らあるか、現在、推進の中心におられる諸永様から教えて頂け	
ますか。
諸永室長 :まさにこの10年で「知的資産経営」を推し進めてきた	
なかで、中小企業に知的資産経営報告書といえるものが、多く
出てきています。中小企業においても、自分たちの「強み」は何
か、根源は何かを振り返り、それらを誰かに伝える、PRすること
で結果として仕事に繋がる、また、取引に繋がってきたというこ
となのだと思います。
初めは、中小企業へ金融機関側も資金繰りの協力をする際の

「担保」という評価の部分において、「この企業はこれまでこのよ
うな製品を開発してきて、次なるビジネスモデルはこうであり、
将来的にこのようなものが開発できる」といった研究開発の体
制であったり、あるいは社長の思いであったりが、事業性評価
の観点に少なからず反映されていきました。また、タイミング的
にも地銀、信金などからの資金の流れ、投資を増やしていこう
という動きもあった為に、中小企業から「知的資産経営」が浸透
していったという背景があります。
やはり出資やEquity（株主資本）でいうところの「融資」を

「知的資産経営」で判断するかどうかについては、金融機関側に
も様々な選択がありますから、爆発的に増えるというわけでも
なく、世の中全体に広がるというよりも、まずは、そういうケー
スもあるという選択肢に留まっています。ただ、「知的資産経営」
を行うことによって、取引先が増えたといったお話も聞こえて
きています。
中小企業から始まりはしたのですが、世の中で「モノ売りか
らコト売り」になってきたタイミングとなり、大企業であったと
しても「うちの商品を買ってください」から、「何かお困りごと
はありませんか」といった考え方になってきています。最近の	
企業のCMなどを見ていても、商品を推す電機メーカーはほと

んどなくなり、「うちの会社のイメージはこうです」というCM	
ですね。
ソリューションビジネスになってきたということが、過去の
歴史、たとえば100年を紐解いて、「うちはこのような製品をこの
ように開発してきて、お客様とともに社会解決、社会課題を解
決し、価値を創ってきた」という点にこそPRポイントがあり、実
はそれが仕事そのものだったりしたわけです。世の中のビジネ
スが単品売りではまったく通用しなくなってきたからかもしれ
ませんが、自分たちのアイデンティティとは何かを語らずして
仕事が進まなくなっているのです。大企業でも、「この会社は何
が本業か」と思われるほど、ビジネスが広がりをみせています。
そのような状況にあって、何によって信頼を得られるかという
と、過去の歴史であったり、いろんな製品を生み出してきた実
績であったりということになります。
その意味では中小企業からはじまったお金の流れで事業を応
援しようというところから取引に繋がり、ふと気が付くと「モノ
売りからコト売り」というソリューションビジネスへの流れに合
致してきたようで、結果として企業の中で浸透してきたと言え
ると思います。
芝坂（KPMG）：CSV（Creating	Social	Value）といわれる考え	
方、社会的な解決と企業のビジネスがインテグレーションするよ
うな流れになってきているのですね。
諸永室長：ちょうど今、それらが始まっているところなので	
しょう。
芝坂（KPMG）：「知的資産経営」のなかで、自分たちの「強み」	
とは何かを議論することになりますが、これによって生まれる企
業内部の効果はどうでしょうか。
諸永室長：まず、社長の思いを従業員に伝えるという効果があり
ます。大企業であっても社長が自分たちのやり方や、創業当時の
思いはこうであったと伝えることで、従業員が自分たちが将来ど
うしていかなくてはならないのかなんとなくではあるが考えるこ
とができるようになります。
芝坂（KPMG）：拝金主義だとどうしても、株主中心主義になっ	
てしまう側面もあるかもしれませんが、知的資産経営を取り入れ
ていくなかで、より社内の動きであるとか、従業員や地域、お客
様、取引先やイメージも含めた１つの共通のストーリーになって
いくのではないかと感じます。
諸永室長：企業との意見交換を継続しているのですが、企業の
方でもブランディングの意味合いが変わってきたというような言
い方をされています。社会貢献も昔では「CSR」といっていたとこ
ろを、少し異なってきて、「このような社会解決をしてきた」という
表現に変わってきています。株主も、最近では「人材育成にお金
をかける」とか、「海外展開で海外の人間を採用する」ということ
は当然だと考えているようです。
芝坂（KPMG）：株主責任の考え方が変わってきつつあるのも、



© 2016 KPMG AZSA LLC, a limited liability audit corporation incorporated under the Japanese Certified Public Accountants Law and a member firm of the 
KPMG network of independent member firms affiliated with KPMG International Cooperative (“KPMG International”), a Swiss entity. All rights reserved. 5KPMG Insight  Vol. 21   Nov. 2016

経営トピック①

そのような企業に投資をしようという大きな流れの追い風となっ
てきていると考えられますね。
諸永室長：ソリューションはこうだというと、結局、企業の価値と
は企業のブランドや企業イメージのところがすごく大事になると
企業の方々が皆さんおっしゃっています。そうなるとCMもすごく
難しくなるとも話されています。
芝坂（KPMG）：CMの見られ方も変わってきていて、最近では
WEBでの様 な々媒体の利用も盛んですね。
諸永室長：いずれにしてもどこに自社のPRを打つのかは課題	
です。街中のサイネージかもしれないし、新聞やテレビも最近
あまり見られないならネットなのかスマホなのかとなってくる	
でしょう。
芝坂（KPMG）：媒体を通じて伝えるだけでなく、企業の在り様、
立ち位置や姿、それら全体で企業の尊敬されるイメージを形成
していくということでしょうか。
諸永室長：昔であればロゴが入っている製品がたくさん身近に
溢れていたのですが、最近は見かけなくなりました。ただ、企業
としてはまだちゃんと存在し、継続してやっている点からも、ビジ
ネスのブランディングが変わってきているということだと捉えて	
います。

Ⅳ.		知的資産経営報告書の展開が 
意味すること

芝坂（KPMG）：「知的資産経営報告書」は着実に展開している	
といえますね。そこで、提唱から10年経って、当初での取組みと
の違いや、よりよくなってきている点について、ご意見をお聞か
せください。
住田審議官：地域、中小企業が展開の柱となってくれたと思っ
ています。関心を持つ方の広がりが出てきたという思いもありま
す。それは地域の金融機関や行政書士、弁理士、中小企業診断
士の方々であり、彼ら自身のビジネスとの絡みもあるものの、「何
が大事か」を会社に気付かせてくれるヘルパーとなる人材が地域
において幅広くなってきました。その成果として、中小企業を応
援するような金融機関として信金、地銀、信用組合などが活躍
するようになり、知的資産に係るような融資や企業の評価の際に
「知的資産経営報告書」等が活用され、リレーションシップバンキ
ングのツールとして使われるようになってきています。さらに、金
融庁でも理解が進み、金融検査マニュアルでも取り入れられて	
います。
大きな仕掛けになりつつあります。一過性のブームではなく、
徐々に浸透してきているというところが「日本的なやり方」で、
よい点であると感じています。一過性のブームであればすぐ萎
んでしまいますが、むしろ地味ではあるがじわじわ浸透してき

ているのは、地域の中小企業にとってもいいことです。
一方で大企業では海外を見ている人が多い為、統合報告の
動きは非常に大きなインパクトを与えつつあります。まだ「与
えている」ではなく、「与えつつある」の段階であり、本来の「知
的資産経営」という意味ではまだ「与える」とはいかないものの、
もう充分、両者が再び融合するタイミングが近付いていると	
感じます。
実際に、必ずしも「統合報告」という名称でなくても、実質的
には統合報告であるものが増えてきています。また、「ブームと
しての統合報告」をやりはじめたが、実は統合報告が本当に伝
えたいことを伝えられる手段になるのだということに気付いた
人が、きっと上手くいくのだと思います。

Ⅴ.	 	統合報告書の現状・課題と 
WICI Intangible Reporting 
Framework

芝坂（KPMG）：KPMGでは統合報告書の調査を毎年実施し	
ています。調査結果を見ると、フレームワークありきで入るケース
が多く、そもそも「ストーリーを語る」であるとか、企業の根源的
な「強み」を自分たちが伝えたい人（銀行、取引先、社長が自分の
ことを従業員に伝える等）に語ることをなくして、「とりあえず作り
ましょう」となっているケースが多く、それだと魂がこもってない
と感じてしまいます。魂がこもってない為、ストーリーがなく、情
報の付け足し、付け足しで統合報告書が作られてしまっている	
ようです。
IIRCのフレームワークはチェックリスト的には使えると思い
ますが、基本的にはフレームワークであり、ストーリーを伝える
には項目が書かれているだけではなりたちません。統合報告書
を書く為にどのような要素を入れるかを決めるまえに、まずス
トーリーありきで考えないといけないのかな、と思います。そ
うなると一番重要な「資本」である人、知的資産のもとにあった
知的財産に対するIntellectual	Capital（知的資本）の話、場合に
よっては地域との関係、顧客との関係、を検討して、上手にレ
ポートに入れていく必要があると考えています。
そこでWICI	Intangible	Reporting	Frameworkを、このタイ
ミングで公表した問題意識についてお話くださいますか？
住田審議官：IIRCとWICIはもともと近い関係にあり、統合報告	
のフレームワークを作る際にはWICIが貢献できたと考えてい	
ます。IIRCの主なプレイヤーのなかには金融関係の方、ESG関
係の方が多くて、先ほど「魂」といわれたことに似たようなもので
はあるのですが、本当の意味でこれが何をやるための枠組みな
のかをよくわかっていない人が多かったようです。IIRCのCEO
であったポール・ドラックマンは非常にこの点をよくわかって	
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いました。
６つの資本を提案し、その資本がどのような形でお互い結び
ついて価値を創造するのかを書く為に、統合報告書の枠組み
を示しました。彼らも、たとえばFinancial	Capitalについては既
にレポーティングの枠組みがあり、一部のCSR的な要素につい
てはGRIのような枠組みがあるという認識があり、Intellectual	
Capitalを中心として、これまでにレポーティングの枠組みがな
い分野がまだあるという問題意識があったのです。
このため、2年程前になりますが、ポール・ドラックマンから
WICIに対し、この分野の枠組みが作れないのかと問いかけ
があり、検討しようという議論がWICIのなかでも始まりまし
た。時間はかかりましたが、ようやくこのタイミングで新しい
Intangibles	Reportingのフレームワークができあがりました。
６つの資産のなかで最も枠組みとしては薄かったIntellectual	
Capitalと称される組織資本、Human	Capital（人的資本）、
Social	Capitalの一部であるRelational	Capital（関係性資本・自
分と他者との関係性において生まれてくる資本）に焦点を当て
ながら、経営全体をレポートするやり方のガイドラインとして
のフレームワークを作成しました。IIRCとも、連携しながら作
成し、IIRCも評価しています。

Ⅵ.		ビジネスストーリーを示す 
という課題に対する知的資産 
経営報告書作成企業の取組み

芝坂（KPMG）：確かに経営全体のレポートが肝なのだと思いま
すが、そうなるとやはりその根幹となるストーリーを語ることに
なります。ストーリーを語ろうという取組みについては、知的資
産経営報告書に一日の長があると考えられます。
KPMGでも、企業のサポートをさせて頂く際に、どう表すか
について、ここが一番難しいと感じています。どのようにストー
リーを描くか、あるいは、時間軸のとらえ方やどういう人をター
ゲットとして考えていけばよいのか、すごく難しい問題に立ち
向かわなくてはなりません。
そこで、知的資産経営に取り組む企業において、ビジネスス
トーリーを描く際にどのように取り込まれているか、また、実際
に取り組んでいる企業では誰がリードして、どのような体制で、
どのような議論により、今の展開に繋げておられるのでしょう
か。また、どのように報告書にまで、まとめていかれるのでしょ
うか。
諸永室長：「知的資産経営報告書」として作成されているかどう
かは別として、取り組む際には、報告書作成のキーマンとなる人
がいて、そのキーマンが社長にインタビューなどを行いながら、
伝えたいストーリーを作り上げていき、さらに「思い」を共有する

チームが動いている企業であるならば、読みたくなるレポートを
作ることができるようです。
キーマンとして動く人がいない企業では、見た目は同じよう
であっても、毎年、あまり変化がなく、数字をリバイスした程度
のレポートになってしまいがちです。「誰に伝えたい」というとこ
ろが重要で、「ストーリーを作る」ということよりも、まず伝えた
い人がいて、伝えたいメッセージがあり、そこからストーリー
ができるという流れがあると読んでいても、内容がすっと入っ
てきます。
芝坂（KPMG）：誰に伝えたいかわからないレポートは実は結構	
ありますね
諸永室長：創業の思いと言っても、単に企業の昔話のようなス
トーリーを脈 と々ずっと書かれていても結局は何がいいたいかわ
からないです。
芝坂（KPMG）：現在から過去、過去から現在、また、現在から
未来、のスタンスが根幹であり、未来に向けたストーリーが重要
なのですね。
諸永室長： 将来自分たちがやりたいことを理解、納得してもらう	
ことが目標のはずですから、そのためにつむいできたストーリー
がどこにあるのか、です。
芝坂（KPMG）：そのときに、本日の最初に強みの話が出ました
が、自分の強みをもう一度再認識しないとストーリーはかけない
と考えられます。
諸永室長：自分の「強み」がよくわかってない人が多いようです。
株主や外部の人間と意見交換をしていくなかで、アナリストとも
定期的な意見交換をすることも「強み」を知る機会となります。た
とえば新商品発表会等で会社のことをPRする際に、メディアや
取引先だけではなくアナリストを呼ぶことにより、徐々に自身の
「強み」がわかってくる、自社の「強み」を理解していくという人も
います。
芝坂（KPMG）：自分のことは、実は自分でよくわからないのと同
じですね。
諸永室長：ストーリーのなかで、女性の活躍やワークライフバラ
ンスを書いている企業も多いですが、その副次的な効果として、
取引先からみればあまり関係ない部分かもしれませんが、リク
ルートの観点で新しい新入社員の質が変わった、同業他社から
の転職が増えた、というものがあります。また、ある会社では、
どのように社員を大事にしているかと書いたら、結果的にいい人
材が集まり、いい仕事に繋がっているという話もありました。
芝坂（KPMG）：それが本来の開示目的の1つであると思います
し、人的資本のいいエコシステムが回っているということになり
ますね。
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Ⅶ.	統合報告の展開のために

住田審議官：客観的にみるのが一番難しいのです。たとえば、	
日本の「強み」が何かは日本にいるとなかなかよくわからない。海
外で暮らすと、日本の良さが本当によくわかります。会社の人でも
出向する、少し組織から外に出る、別の会社に移るでもいいか
と思いますが、外から自分の会社を見る機会があると、ある種
Comfortableではない感覚があります。もともといた会社にはそ
の何かがあるのだと初めて気が付くことができるでしょう。ただ
し、日本の会社では、なかなかそういう機会は少ないのかもし
れません。
芝坂（KPMG）：今、「ステークホルダーダイアログ」や「株主との	
対話」が、スチュワードシップ・コードやコーポレートガバナンス·	
コードの展開もあり、関心を集めています。これらの取組みにつ
いて、自分たちを客観的に見るための1つの手段として捉え、そ
の成果をビジネスストーリーのなかにわかりやすく取り入れてい
けば、コンテンツもより良くなると思います。コーポレートガバナン
ス報告書もボイラープレート的なものになってしまっていますが、
そもそもストーリーがないところに原因がある気がしています。
コーポレートガバナンスは、今とてもホットな話題です。私
たちは、知的資産経営、統合報告は、根本はみな同じ考え方だ
と伝えるようにしているのですが、別々に捉えられてしまって
いる点は残念です。
そもそも「ストーリー」や「強み」がすべて根底にあるので
す。今、日本で10年やってきた知的資産経営に代表される取組
みを、何とか上手く今の取組みのためにシェアできないもので
しょうか。いろいろな場で発信していきたいです。それをどの
ようなところで発信できるかと考えるのですが、やはり、企業
との対話、投資家との対話の場でしょうか。
諸永室長：企業や投資家との対話であると考えます。ただ、企業
側からは投資家に説明している時に、もっとこうした方がより良
いというアドバイスや批判が少ないとも聞いています。一生懸命
説明しても、投資家に伝えたいことがしっかり伝わったか伝わっ
ていないかわからないのです。しかし、結果としては、投資家が
株主であり続けているので、理解してくれているのだと感じてい
るようです。
芝坂（KPMG）：評価する側も変わっていく必要があると考えま
すが、その点はいかがでしょうか。
住田審議官：1つ、我々の手が一番届きやすいところでいうと中
小企業を中心とした生産性向上に政府が支援するという議論が
あります。そのために「経営力強化法」ができ、分野別に生産性
向上に向けた指針を作るっているところです。生産性向上の肝
は、その会社独自の価値が生み出せるところはレントが大きくな

るため、この分野を活かすと生産性が向上します。「強み」や個性
を認識し、それをどうビジネスで活かしていくか、また、どう伝
えるかということを指針のなかで示しています。
レポーティングの問題でもあるのですが、そう言ってしま
うと、レポート部門の人しかこの点を考えなくなってしまいま
す。そこで、これは「生産性の問題」という言い方をして、会社
全体の問題として、その角度からレポーティングを考えてもら
い、ストーリー化しないと上手くいかないと実感できれば、価
値創造の方法や価値観そのものを伝えていくということを簡単
にできるようになり、評価する側も変わっていくことができる	
でしょう。
芝坂（KPMG）：レポートは結果の1つなのですが、それが目的化
している現状があります。これは残念な点で、このままだとせっ
かくのこれまでのいい流れが消えてしまうのではないかという懸
念もあります。効果が実感できるような取組みになっていけばよ
いと感じています。

Ⅷ.	最後に

芝坂（KPMG）：統合報告書／知的資産経営報告書を何かに例
えると？
住田審議官：一言で例えて言えばある種の「自画像」のようなも
のだと考えています。印象派的に描く人もいれば、近代絵画のピ
カソのように描く人もいるでしょう。自分が描きたいやり方で、伝
わりやすいように描けばよいと思うのです。ただし、結局は自画
像を描く場合には特徴を意識せざるを得ないわけですし、自分
のなかのある一部分だけを描いてもそれは自画像にはならない
ので全体像を描く必要が出てくると思います。そういう意味では、
絵で言えば自画像であるし、作文的に言えばある種の「履歴書」
のようなものです。何が自分にとって大事なことで、自分はこのよ
うなものを生み出す力があるのだと伝えることが大事です。
諸永室長：少し話は違うかもしれないのですが、知的資産経営
に取り組んできた時期に、経済産業省では感性価値創造4とい
う考え方も唱えてました。感性価値創造とは製品において、なぜ
これはこの値段なのか、何故欲しいと感じるのかという製品の
価値を伝える「モノのストーリー」を語ろうと取組みで、製品の価
値を伝えるストーリーテリングと企業の価値を伝えるストーリー
テリングがあります。
自画像と考え方は同じかもしれませんが、製品の価値はス
ペックだけでは語れないところがあります。たとえば海外やア
ジアのものと比べて、なぜ日本製品がこの値段になるのかよく
わからないことを、品質なのかこだわりなのか、について説明

4	 	感性価値創造については、http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/creative/kansei.html

http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/mono/creative/kansei.html
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していくことや、見た目は同じではあるものの、こだわりとか次
なるビジネスへの取組みであるのか、あるいは、モノで語るの
か、その企業で語るのかというところが、私のなかでは似てい
ると考えています。
芝坂（KPMG）：それは消費者の行動と似ていますね。なぜ同じ
モノなのに高い方を買うのか、という動機ともいえます。
諸永室長：それは買う時と言いつつも、実は、買った後の満足度
や愛着度にすごく繋がっていて、価格だけで判断し安いから買っ
たものと、少し他よりも高いかもしれないが、自分はこちらが欲
しいと納得し、ストーリーに惚れて買ったものは何年経っても大
好きなモノになり、ずっと持ち続けたいという愛着が湧きます。
芝坂（KPMG）：そういうことは日本製品の「強み」でもあったわ
けです。
諸永室長：それはこの会社がなぜ好きなのかと同じことでは	
ないでしょうか。
芝坂（KPMG）：このようにもっと柔軟に考えてレポーティングに
取り組めればよいのですが、フレームワークのお勉強から入って
しまうケースが多いのですね。
住田審議官：フレームワークのお勉強の前にフレームワークの背
景にある考え方を勉強してほしいです。
諸永室長：創業者の思いが現在の話と繋がればよいのですが、
日本史の勉強で縄文時代ばかりやっても役に立たないのと同じ
ように、創業者の思いや取組みと今とが繋がらない話をされて
も、「ストーリー」とはなりません。
芝坂（KPMG）：私は最近フィギュアスケートのフリースケーティ
ングと似ていると感じることがあります。要するに、入れなけれ
ばいけない要素があり、これを取り入れると点が高くなるともわ
かっているなかで、入れられないこともあります。一方で、その人
の個性に合わせて衣装や曲、順番もすべて変えてよく、これをみ
なさんに伝えたいという思いが大切である点が似ていると思って
います。企業がそういう話から入れば何のためにこれを作るのか
という考え方になるかもしれません。ひとつひとつ、その蓄積を
お手伝いできれば、と思います。
本日は、ありがとうございました。

KPMGジャパン
統合報告アドバイザリーグループ

統合報告に代表される戦略的企業開示に対する要請の高まり
に対応していくために、KPMGジャパンは、統合報告アドバイ
ザリーグループを設け、グループ全体で戦略的開示の実現に向
けて取組みを支援するための体制を構築しています。KPMGが
長年にわたり企業の情報開示のあり方について続けてきた研
究や実務経験を活かしながら、統合報告の実践に関する支援
をはじめ、企業情報の開示プロセスの再構築支援などのアド
バイザリーサービスを提供しています。

www.KPMG.com/jp/integrated-reporting/
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本書の全部または一部の複写・複製・転訳載および磁気または光記録媒体への入力等を禁じます。

ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている状況に対応するものではありません。私たちは、
的確な情報をタイムリーに提供するよう努めておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではありま
せん。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する
適切なアドバイスをもとにご判断ください。
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